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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. 第88期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 40,142 47,232 49,939 84,507 93,647 

経常利益（百万円） 749 672 647 1,567 1,608 

中間（当期）純利益（百万円） 647 410 541 1,024 1,087 

純資産額（百万円） 3,315 4,084 9,948 3,674 4,644 

総資産額（百万円） 40,257 38,570 36,678 41,062 36,920 

１株当たり純資産額（円） 206.88 254.81 331.38 229.33 289.77 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
40.38 25.61 29.64 63.94 67.84 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 8.2 10.6 26.8 8.9 12.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△310 △621 388 △292 1,944 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
384 728 60 △150 690 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△38 △7 △246 478 △2,500 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
2,046 2,138 2,388 2,035 2,177 

従業員数［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

301 

[74] 

277 

[42] 

230 

[41] 

295 

[46] 

257 

[41] 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. 第88期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 39,285 46,094 48,999 83,278 91,549 

経常利益（百万円） 739 654 555 1,515 1,415 

中間（当期）純利益（百万円） 545 437 443 912 1,097 

資本金（百万円） 802 802 3,143 802 802 

発行済株式総数（千株） 16,050 16,050 29,737 16,050 16,050 

純資産額（百万円） 1,548 2,351 8,136 1,915 3,012 

総資産額（百万円） 38,265 36,180 34,401 38,960 34,621 

１株当たり純資産額（円） 96.55 146.66 273.77 119.46 187.89 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
34.03 27.29 24.27 56.92 68.48 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 4.0 6.5 23.7 4.9 8.7 

従業員数［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

131 

[30] 

126 

[13] 

126 

[14] 

128 

[14] 

126 

[13] 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社並びに親会社 三菱商事株式会社、当社の関係会社（子会社３社、関連会社５社）で構成さ

れており、国内及び海外における各種商品の輸出入、国内取引及び物流を主要業務とし、その他商品の製造・販売、

役務の提供等の事業を行っております。 

 当社は、これらの事業を３つのセグメント（非鉄金属事業、鉄鋼事業、物流事業）に区分し、８つのビジネスユニ

ット（BU）において事業展開しております。 

  

セグメント ビジネスユニット 主要取扱商品・サービスの内容 

非鉄金属 

非鉄製品 

アルミニウム熱交換器用材料、押出製品及びアルミニウムダイカスト部品を

三本柱として、各種非鉄金属の素材、半製品並びに加工品を取扱っておりま

す。中でも、自動車用熱交換器に使用されるアルミニウム熱交材料及び製品

については、長年の取扱い経験を有し、国内外の多くの顧客向けに販売実績

をあげております。 

非鉄原料 

鉛や亜鉛を中心とした各種地金類並びに酸化亜鉛や珪酸鉛等の各種金属化合

物類を取扱っております。中でも、鉛地金及びその加工品と関連商品につい

ては、中国を中心とした当社の海外ネットワークを活かして、豊富な情報を

有し海外の供給ソースとの深い繋がりを持っております。そのほか、自動車

用鉛バッテリーのリサイクル事業をはじめ、非鉄金属のリサイクルビジネス

を展開しております。 

鉄鋼 

特殊鋼 

各種特殊鋼（軸受鋼、合金鋼、ステンレス鋼、快削鋼他）を取扱っておりま

す。特に、自動車用の軸受（ベアリング）に使用される軸受鋼は、北米、欧

州、東アジア等の海外市場において、顧客の多様なニーズに対応した取引を

展開しております。また、普通鋼材（厚板、薄板他）、建設・土木製品、管

材類等（継手・バルブ製品他）の鉄鋼製品も取扱っております。 

鉄鋼原料 

自動車・航空機用途をはじめとする特殊鋼、各種ステンレス鋼や耐熱鋼の原

料として、フェロクロム、フェロチタン、フェロシリコン等の合金鉄を主に

取扱っております。ロシア、カザフスタン、中国等の海外生産拠点からの輸

入取引において、優良パートナーとの関係構築が進み、新たに、高付加価値

原料の開拓に取り組んでおります。 

機能素材 

各種電池、高機能マグネット、研磨剤の原材料である希土類酸化物や希土類

金属、耐火物、触媒や水処理材に関連する原材料、並びにマグネット製品を

取扱っております。主に中国やロシア等からの原料を取扱い、顧客の新規原

料ソースや新規素材開拓により顧客との信頼関係を構築しております。 

物流 

車両・ムービング 

引越業務及び貸倉庫・保管業務を行っております。引越業務においては、大

規模な事務所移転から事務所内のレイアウト変更まで幅広く取扱っておりま

す。貸倉庫・保管業務においては、顧客のニーズに応じて、一棟貸しから小

スペースの坪貸しまで取扱い、並びに文書類及び什器・備品類の保管・管理

と輸配送の業務を行っております。 

非鉄物流 

非鉄金属の地金・製品等、特に重量物の国内輸配送及び輸出入の物流を取扱

っており、顧客の工場から引き取り、輸送・保管・荷役・物流加工・梱包・

通関・船積み・配送まで、総合的な一貫物流業務を行っております。そのほ

か、東扇島物流センターでは、コンテナ貨物と内航船貨物の両方に対応可能

な物流サービスを提供し、迅速で柔軟な機動力を発揮しております。 

繊維物流 

国内外を問わず、輸出入貨物を含むインナーウェアを中心とした繊維製品及

び雑貨の物流を取扱っております。通関・荷役・保管・輸送・配送業務ま

で、一貫して請負うことで最適のサービスを提供するとともに、中国等の当

社海外拠点と連携した質の高い情報を提供するなど、多様なニーズに対応し

ております。 



当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 



３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の親会社となりました。 

 （注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．平成18年９月末現在の資本金並びに議決権の被所有割合を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を［ ］内に外数で記載して

おります。 

        ２. 従業員数が前連結会計年度末に比べ27名減少しましたのは、在外子会社の工場移転等によるものでありま

す。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］内に外数で記載しており

ます。 

２．上記人員のほか、海外現地職員27名がおります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

(親会社) 

三菱商事㈱ 東京都千代田区 198,618 

     （注２） 

総合商社  51.1 

 （注２）

当社の物流関連の役務を提

供しております。 

当社への派遣役員 ７名  

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

非鉄金属 136   [6] 

鉄鋼 45   [8] 

物流 49   [27] 

合計 230   [41] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 126   [14] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 当中間連結会計期間の経済環境 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出が増加を続けており、企業収益が高水準で推移する中、設

備投資も増加を続けております。更に個人所得の緩やかな増加により、個人消費も増加基調にあります。この

ような内外需要の増加が続く中で、生産も増加を続けており、景気は緩やかに拡大しております。 

② 当中間連結会計期間の経営成績 

 このような経済環境下にありまして、当中間連結会計期間の売上高は、499億39百万円（前年同期472億32百

万円）と前年同期比5.7％の増加となりました。 

売上高を取引形態別に見ますと、国内36.0％、輸入47.6％、輸出11.7％、外国間取引4.7％の構成比率とな

り、国内取引比率が増加しました。また、セグメント別では、非鉄金属46.1％、鉄鋼49.8％、物流4.1％の構

成比率となりました。 

 損益面におきましては、売上総利益は20億88百万円（前年同期22億51百万円）、営業利益は10億50百万円

（前年同期11億24百万円）となりました。経常利益は、6億47百万円（前年同期6億72百万円）となり、中間純

利益は5億41百万円（前年同期4億10百万円）となりました。 

[事業の種類別セグメントの業績] 

・非鉄金属部門（売上高230億39百万円 前年同期比37.5％増） 

 製品取引は、国内並びに輸入取引が自動車産業向け及び産業機械向け材料の取扱量が増加し、また、相場の

高騰による原料高が継続したことで製品価格が高値で推移したため、売上高は大幅に増加しました。原料取引

は、国内取引が順調に推移しましたが、輸入並びに外国間取引が一部商品の需要構造の変化により取扱数量が

減少したため、売上高は減少しました。 

 部門全体としての売上高は大幅に増加しました。 

・鉄鋼部門（売上高248億48百万円 前年同期比13.5％減） 

 製品取引は、輸出取引が特殊鋼の旺盛な需要により売上高は増加しましたが、国内取引が鋼板の在庫調整に

より取扱量が減少したため、売上高は減少しました。原料取引は、相場の低下並びに在庫調整による取扱量減

少のため、売上高は減少しました。機能素材取引は、国内取引が減少したため、売上高は減少しました。 

 部門全体としての売上高は減少しました。 

・物流部門（売上高20億52百万円 前年同期比18.1％増） 

 引越業務は、金融機関等を中心に売上高は増加しました。倉庫業、運送業及び海上貨物取扱業は、環境関連

の陸上輸送業の取扱量が増加し、繊維製品がほぼ横這いの売上高となったため、売上高が増加しました。 

 部門全体としての売上高は増加しました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、たな卸資産の減少、投資有価証券の売

却、株式の発行による収入及び短期借入金の返済等により、前連結会計年度末に比べ、2億10百万円増加し、23億

88百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は3億88百万円（前年同期は6億21百万円の使用）であります。これは主にたな卸資

産の減少等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は60百万円（前年同期は7億28百万円の獲得）であります。これは主に投資有価証

券の売却による収入等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は2億46百万円（前年同期は7百万円の使用）であります。これは主に株式の発行に

よる収入及び短期借入金の返済等によるものであります。 



２【仕入、成約及び売上の状況】 

(1）仕入の状況 

 仕入高は売上高と概ね連動しているため、記載は省略しております。 

(2）成約の状況 

 成約高と売上高の差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

(3）売上の状況 

 当中間連結会計期間における売上状況を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前年同期比の主な増減要因につきましては、「１ 業績等の概要 [事業の種類別セグメントの業績]」を参

照願います。 

     ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

４．主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上高に対する割合は次のとおりであります。 

    ＊当中間連結会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更はありません。 

 『収益基盤強化３ヶ年計画』においては、下記の項目を対処すべき課題として認識しております。 

(1) 資本の充実 

資本の充実につきましては、内部留保の積み増しに加え、更なる自己資本の充実策として三菱商事株式会社を引

受先とする第三者割当増資を実施し、平成18年８月11日に払込が完了しました。これにより当中間連結会計期間

末の連結純資産は99億48百万円となり、自己資本比率は26.8％となりました。 

(2) コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底 

コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底につきましては、社員教育等を継続して進めており

ます。 

当社は、本計画を確実に遂行することで、これらの課題を達成するよう、役職員一同引き続き緊張感をもち、全社

一丸となって努力していく所存であります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

非鉄金属 23,039 137.5 

鉄鋼 24,848 86.5 

物流 2,052 118.1 

合計 49,939 105.7 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

売上高（百万円） 割合（％） 売上高（百万円） 割合（％） 

ＪＦＥスチール株式会社 6,417 13.6 － － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 第三者割当により新株を発行しております。  

     発行価格    342円 

     資本組入額   171円 

     割当先   三菱商事株式会社 

  

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 64,200,000 

計 64,200,000 

種類 
中間会計期間末 
 現在発行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在 
 発行数（株） 

（平成18年11月28日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 29,737,500 29,737,500 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 29,737,500 29,737,500 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 

（注）  

13,687,500 29,737,500 2,340 3,143 2,340 2,340 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２-３-１ 15,165 51.00 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１-２-１ 1,150 3.87 

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海１-８-12 968 3.26 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２-11-３ 846 2.85 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２-７-１ 792 2.66 

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-５ 792 2.66 

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-13-14 604 2.03 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２-１-１ 501 1.69 

小牧  進 兵庫県豊岡市 446 1.50 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 444 1.49 

計 － 21,709 73.00 



 （注）１．三菱UFJ信託銀行株式会社は上記所有株式数のほか、信託業務に係る株式112千株を所有しております。 

     ２．前事業年度末現在親会社でなかった三菱商事株式会社は、当中間期末では親会社となっております。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権の数16個）

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      18,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  29,677,500 59,355 － 

単元未満株式 普通株式      42,000 － － 

発行済株式総数 29,737,500 － － 

総株主の議決権 － 59,355 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

金商株式会社 

東京都中央区新川

１-24-１ 
18,000 － 18,000 0.06 

計 － 18,000 － 18,000 0.06 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 448 443 416 418 382 380 

最低（円） 415 405 342 362 357 349 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任役員  

 （注）監査役岩井 哲は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

 代表取締役 

 専務取締役 
  丹田 雅敏 昭和28年９月１日生

昭和52年４月 三菱商事株式会社入社 

平成15年１月 Alpac Pulp Sales社 

Vice President Finance 兼 

Alpac Forest Products社 

Vice President Finance 

平成18年９月 当社代表取締役専務取締役

（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 

 取締役   島田 雅史 昭和28年７月19日生 

昭和52年４月 三菱商事株式会社入社 

平成13年10月 米国三菱商事株式会社非鉄

金属部長 

平成15年６月 同金属部門担当

Senior Vice President 

平成18年６月 三菱商事株式会社非鉄事業

開発ユニットマネージャー

（現職） 

平成18年９月 当社取締役（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 

 取締役   西川  清 昭和33年３月５日生 

昭和56年４月 三菱商事株式会社入社 

平成11年８月 泰ＭＣ商事会社非鉄製品部

長 

平成14年８月 エム・シー非鉄株式会社執

行役員 

平成18年４月 三菱商事株式会社非鉄製品

事業ユニットマネージャー

（現職） 

平成18年９月 当社取締役（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 

 取締役   星野 啓介 昭和34年１月９日生 

昭和57年４月 三菱商事株式会社入社 

平成18年４月 同社ベースメタル事業ユニ

ットマネージャー（現職） 

平成18年９月 当社取締役（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 

 取締役   坂井 敏郎 昭和35年１月４日生 

昭和57年４月 三菱商事株式会社入社 

平成18年４月 泰ＭＣ商事会社金属グルー

プリーダー 

平成18年６月 三菱商事株式会社商品市場

事業ユニットマネージャー

（現職） 

平成18年９月 当社取締役（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 

 取締役   若井 英志 昭和27年２月21日生 

他社の代表者兼務状況 

 三菱商事軽金属販売株式会社 

  代表取締役社長（平成17年2月就任） 

昭和50年４月 三菱商事株式会社入社 

平成７年１月 三菱商事軽金属販売株式会

社営業第一部長 

平成10年４月 泰国三菱商事会社副社長 

平成13年６月 三菱商事軽金属販売株式会

社常務取締役 

平成17年２月 同社代表取締役社長（現

職） 

平成18年９月 当社取締役（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 

 監査役   岩井  哲 昭和38年８月28日生 

昭和62年４月 三菱商事株式会社入社 

平成17年10月 同社金属グループコントロ

ーラーオフィス（現職） 

平成18年９月 当社監査役（現職） 

－ 
平成18年 

９月27日 



(2) 退任役員 

(3) 役職の異動 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 代表取締役副社長    熊谷 勝也 平成18年９月27日 

 監査役    福井 昭一 平成18年９月27日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

 管理担当役員 兼 

経営企画室長 兼 

業務部長 

 取締役 
 経営企画室長 兼

業務部長 
 中村  哲 平成18年９月27日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金 ※２   2,138 2,388   2,177 

受取手形及び売掛金 
※２ 
※５ 

  20,387 17,985   17,768 

たな卸資産 ※２   7,591 7,803   8,612 

その他     805 937   850 

貸倒引当金     △397 △203   △243 

流動資産合計     30,525 79.1 28,911 78.8   29,165 79.0

Ⅱ 固定資産         

有形固定資産         

建物及び構築物 
※１ 
※２ 

1,209 1,027 1,070   

土地 ※２ 2,506 2,506 2,506   

その他 
※１ 
※２ 

243 3,960 376 3,910 316 3,892 

無形固定資産     75 116   135 

投資その他の資産         

投資有価証券   2,101 1,887 1,909   

その他   2,095 2,020 2,009   

貸倒引当金   △188 4,008 △168 3,739 △191 3,726 

固定資産合計     8,044 20.9 7,766 21.2   7,755 21.0

資産合計     38,570 100.0 36,678 100.0   36,920 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

支払手形及び買掛金 
※２ 
※５ 

  13,326 13,015   14,174 

短期借入金 ※２   18,133 11,025   15,867 

その他     2,139 2,065   1,547 

流動負債合計     33,600 87.1 26,106 71.2   31,588 85.6

Ⅱ 固定負債         

長期借入金 ※２   217 －   － 

退職給付引当金     585 597   576 

その他     25 25   25 

固定負債合計     828 2.2 623 1.7   601 1.6

負債合計     34,428 89.3 26,730 72.9   32,190 87.2

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     57 0.1 － －   85 0.2

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     802 2.1 － －   802 2.2

Ⅱ 利益剰余金     3,698 9.6 － －   3,921 10.6

Ⅲ その他有価証券評価差額金     37 0.1 － －   45 0.1

Ⅳ 為替換算調整勘定     △449 △1.2 － －   △119 △0.3

Ⅴ 自己株式     △5 △0.0 － －   △5 △0.0

資本合計     4,084 10.6 － －   4,644 12.6

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

    38,570 100.0 － －   36,920 100.0 

                  

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本             

 1 資本金      － － 3,143 8.6   － －

 2 資本剰余金      － － 2,340 6.4   － －

 3 利益剰余金      － － 4,463 12.1   － －

 4 自己株式      － － △6 △0.0   － －

    株主資本合計     － － 9,940 27.1   － －

Ⅱ 評価・換算差額等             

 1 その他有価証券評価差額金      － － 41 0.1   － －

 2 繰延ヘッジ損益      － － △3 △0.0   － －

 3 為替換算調整勘定      － － △131 △0.4   － －

    評価・換算差額等合計      － － △94 △0.3   － －

Ⅲ 少数株主持分     － － 101 0.3   － －

純資産合計     － － 9,948 27.1   － －

負債純資産合計     － － 36,678 100.0   － － 



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     47,232 100.0 49,939 100.0   93,647 100.0 

Ⅱ 売上原価     44,980 95.2 47,850 95.8   89,269 95.3

売上総利益     2,251 4.8 2,088 4.2   4,377 4.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

従業員給料手当   460 466 901   

退職給付費用   96 － －   

その他   570 1,127 2.4 572 1,038 2.1 1,262 2,163 2.3

 営業利益     1,124 2.4 1,050 2.1   2,213 2.4

Ⅳ 営業外収益         

受取利息   63 69 142   

持分法による投資利益   － 35 14   

その他   6 69 0.1 10 114 0.2 96 253 0.2

Ⅴ 営業外費用         

支払利息   378 288 727   

持分法による投資損失   80 － －   

株式交付費   － 93 －   

売掛債権売却損   － 54 －   

その他   62 521 1.1 81 517 1.0 131 858 0.9

 経常利益     672 1.4 647 1.3   1,608 1.7

Ⅵ 特別利益         

    投資有価証券処分益   － 70 32   

貸倒引当金戻入益   107 63 198   

その他   1 109 0.3 － 133 0.3 1 232 0.2

Ⅶ 特別損失       

固定資産処分損 ※１ 1 0 1    

投資有価証券評価損   4 － 4    

役員退職慰労金   38 29 38    

その他   － 44 0.1 － 29 0.1 86 131 0.1

税金等調整前中間（当期）
純利益 

    737 1.6 751 1.5   1,709 1.8

法人税、住民税及び事業税   317 199 520   

法人税等調整額   0 318 0.7 △6 192 0.4 70 591 0.6

少数株主利益     8 0.0 17 0.0   30 0.0

中間（当期）純利益     410 0.9 541 1.1   1,087 1.2



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

 中間連結株主資本等変動計算書  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    － －

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

   － －

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    3,335 3,335

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間（当期）純利益   410 410 1,087 1,087

Ⅲ 利益剰余金減少高    

      持分法適用関連会社減少による
剰余金減少高 

  － 453

持分法適用関連会社の再評価に
係る繰延税金資産の取崩等に伴
う剰余金減少高 

  46 46 46 500

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

   3,698 3,921

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
802 － 3,921 △5 4,718 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 2,340 2,340     4,681 

中間純利益     541   541 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
2,340 2,340 541 △0 5,222 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,143 2,340 4,463 △6 9,940 



 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
45 － △119 △74 85 4,729 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行       －   4,681 

中間純利益       －   541 

自己株式の取得       －   △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△4 △3 △12 △19 15 △3 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△4 △3 △12 △19 15 5,218 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
41 △3 △131 △94 101 9,948 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間（当期）純利益   737 751 1,709

減価償却費   82 71 170

投資有価証券処分益   － △70 △32

投資有価証券評価損   4 － 4

固定資産処分損   1 0 1

貸倒引当金の減少額   △107 △63 △257

退職給付引当金の増加額   76 21 66

受取利息及び受取配当金   △65 △69 △145

支払利息   378 288 727

持分法による投資損益   80 △35 △14

売上債権の増減額   2,247 △260 4,771

たな卸資産の増減額   △373 793 △1,363

仕入債務の減少額   △2,902 △687 △2,296

その他   29 △63 △144

小計   190 676 3,197

利息及び配当金の受取額   63 86 135

利息の支払額   △363 △261 △753

在外子会社の収用補償金受取額   133 54 321

法人税等の支払額   △646 △167 △956

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △621 388 1,944

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による支出   △112 △73 △236

投資有価証券の売却による収入   36 104 144

短期貸付金の純減少額   793 3 799

長期貸付金の返済による収入   48 27 65

その他   △37 △2 △81

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  728 60 690

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純減少額   △7 △4,616 △2,411

長期借入金の返済による支出   － △217 △87

株式の発行による収入   － 4,587 －

その他   △0 △0 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △7 △246 △2,500

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  4 8 7

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   103 210 142 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,035 2,177 2,035 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
（期末）残高 

※１ 2,138 2,388 2,177



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項   連結の範囲に含めた子会社は

４社であり、連結子会社の名称

は以下の通りであります。 

 Kinsho International Corp. 

 ㈱チュートク 

  上海金高化工有限公司 

 金商カーゴサービス㈱ 

  連結の範囲に含めた子会社は

３社であり、連結子会社の名称

は以下の通りであります。 

  Kinsho International Corp. 

  上海金高化工有限公司 

 金商カーゴサービス㈱ 

  連結の範囲に含めた子会社は

３社であり、連結子会社の名称

は以下の通りであります。 

  Kinsho International Corp. 

  上海金高化工有限公司 

 金商カーゴサービス㈱ 

    

  前連結会計年度において連結子

会社でありました㈱チュートク

は、当連結会計年度に全株式を譲

渡したため、連結の範囲から除外

しておりますが、みなし売却日

（平成17年９月30日）までの損益

計算書及びキャッシュ・フロー計

算書を連結しております。 

２．持分法の適用に関する事項 (1) 関連会社７社のうち、オー・

ケー・ビー㈱ほか５社に対する

投資について持分法を適用して

おります。 

(1) 関連会社５社に対する投資に

ついて持分法を適用しており、

持分法適用関連会社の名称は以

下の通りであります。 

 オー・ケー・ビー㈱ 

 P.T. Indolitharge Megahtama

 大連愛光浸漬成型有限公司 

 ㈱オーテック 

 富士機鋼㈱ 

(1) 関連会社５社のうち、オー・

ケー・ビー㈱ほか４社に対する

投資について持分法を適用して

おります。 

 (2) 持分法を適用しない関連会社

の名称 

㈱明和 

─────  
  

───── 

 持分法を適用しない理由 

㈱明和は、当中間連結会計期

間に解散することを決議し、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が無いた

め、持分法の適用から除外して

おります。 

  

  

  

  

 (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結会計期間末と

異なる４社については、各社の

中間会計期間にかかる中間財務

諸表を使用しております。 

(2) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結会計期間末と

異なる３社については、各社の

中間会計期間にかかる中間財務

諸表を使用しております。 

(2) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる３社に

ついては、各社の事業年度にか

かる財務諸表を使用しておりま

す。 

 (4) ㈱ジオシステムは、当中間連

結会計期間に全株式を譲渡した

ため、当中間連結会計期間末よ

り持分法の適用から除外してお

ります。また、㈱明和は、当中

間連結会計期間に解散すること

を決議し、連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性が無くなったた

め、当中間連結会計期間末より

持分法の適用から除外しており

ます。 

─────  (3) ㈱ジオシステム及び

P.T. Kubota Indonesiaは、当

連結会計年度に株式を譲渡した

ため、㈱ジオシステムは当中間

連結会計期間末より、

P.T. Kubota Indonesiaは当連

結会計年度末より、持分法の適

用から除外しております。ま

た、㈱明和は、当連結会計年度

に清算したため、当中間連結会

計期間末より持分法の適用から

除外しております。なお、上記

３社の除外までの期間の損益の

うち、持分に見合う額を連結損

益計算書に含めております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうち、Kinsho Int

ernational Corp.、㈱チュート

ク、上海金高化工有限公司及び金

商カーゴサービス㈱の中間決算日

は平成17年６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成17年７月１日から中間連

結会計期間末平成17年９月30日ま

での期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

 連結子会社のうち、Kinsho Int

ernational Corp.、上海金高化工

有限公司及び金商カーゴサービス

㈱の中間決算日は平成18年６月30

日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成18年７月１日から中間連

結会計期間末平成18年９月30日ま

での期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

 連結子会社のうち、

Kinsho International Corp.、上

海金高化工有限公司及び金商カー

ゴサービス㈱の決算日は平成17年

12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、平成18

年１月１日から連結決算日平成18

年３月31日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項    

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券（その他有価証券） 

a. 時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によってお

ります。 

① 有価証券（その他有価証券） 

a. 時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によって

おります。 

① 有価証券（その他有価証券） 

a. 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）によっております。 

 b. 時価のないもの 

移動平均法による原価法によ

っております。 

b. 時価のないもの 

同左 

b. 時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法によっております。 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

主として先入先出法による

原価法によっております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

有形固定資産の減価償却方法 

主として定率法によっておりま

す。ただし、当社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）

については、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次の通り

であります。 

 建物及び構築物 15年～50年 

有形固定資産の減価償却方法 

同左 

有形固定資産の減価償却方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 

  

① 貸倒引当金 

 当中間連結会計期間末現在の

債権の貸倒れによる損失に備え

て、以下の基準により計上して

おります。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

 当連結会計年度末現在の債権

の貸倒れによる損失に備えて、

以下の基準により計上しており

ます。 

 a. 一般債権 

貸倒実績率法 

a. 一般債権 

同左 

a. 一般債権 

同左 

 b. 貸倒懸念債権等 

 個別に回収可能性を検討

し、当中間連結会計期間末に

おける回収不能見込額を計上

しております。 

b. 貸倒懸念債権 

          同左 

b. 貸倒懸念債権 

 個別に回収可能性を検討

し、当連結会計年度末におけ

る回収不能見込額を計上して

おります。 

 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。 

(4)重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5)重要なヘッジ会計の方法  当社グループでは、当社のみが

デリバティブ取引を利用し、ヘッ

ジ会計を適用しております。 

  当社連結グループでは、当社の

みがデリバティブ取引を利用

し、ヘッジ会計を適用しており

ます。 

  当社グループでは、当社のみが

デリバティブ取引を利用し、ヘッ

ジ会計を適用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理しておりま

す。 

 なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合

は、振当処理しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ対象とヘッジ手段 

a. ヘッジ対象 

 外貨建営業取引に係る債権

債務の為替変動リスク、商品

の価格変動リスク 

② ヘッジ対象とヘッジ手段 

a. ヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ対象とヘッジ手段 

a. ヘッジ対象 

同左 

 b. ヘッジ手段 

為替予約取引、商品先渡取引 

b. ヘッジ手段 

同左 

b. ヘッジ手段 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 内規に基づき、外貨建営業取

引に係る債権債務の為替変動リ

スク及び営業取引に係る商品価

格変動リスクを回避する目的で

行っております。 

 原則として１年を超える長期

契約を行わず、投機目的及びレ

バレッジ効果の高い取引は行わ

ない方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 当社が行っているヘッジ取引

は、当社の取引基本規則及び見

越極度取扱規程に従って、審査

部が取引の事前・事後及び一定

期間毎に定量分析等により有効

性を検証しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6)その他中間連結（連結）

財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

  ② 利益処分による準備金等 

 法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮記帳積立金の取崩しを

前提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。 

② 利益処分による準備金等 

 法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当期に

おいて予定している圧縮記帳積

立金の取崩しを前提として、当

中間連結会計期間に係る金額を

計算しております。 

───── 

 ─────  ③ 繰延資産の処理方法  

 株式交付費は、発生時に費用

処理しております。  

─────  

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシュ・

フロー計算書）における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

─────  

─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準) 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用しておりま

す。これによる損益への影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は9,850百万円であります。 

 また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

(固定資産の減損に係る会計基準)  

  当連結会計年度より「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。これによる損益への影響は

ありません。 

─────  



      表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  (連結損益計算書) 

 １. 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「退職給付費用」(当中間連結会計期間は45百万円)

は、販売費及び一般管理費の合計額の100分の10以下と

なったため、販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示することにしました。 

 ２. 「売掛債権売却損」は、前中間連結会計期間まで営

業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

が、営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲

記しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「売掛債権売却

損」は25百万円であります。 

 ３. 「投資有価証券処分益」は、前中間連結会計期間ま

で特別利益の「その他」に含めて表示しておりました

が、特別利益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券

処分益」は0百万円であります。 

  (連結キャッシュ・フロー計算書) 

   営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券処分益」は、前中間連結会計期間は「その他」に含

めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。  

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「投資有価証券処分益」は0百万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』（平成16

年12月21日公表）を遂行中であります。これ

までの１年半は順調に推移しており、引き続

き内部留保の積み増しによる資本の充実を図

ると共に、コーポレートガバナンスの強化と

コンプライアンスの徹底を進めていく方針で

あります。 

収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目標

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』（平成16

年12月21日公表）を遂行中であり、これまで

の２年半は順調に推移しております。計画の

課題の一つであった資本の充実につきまして

は、三菱商事株式会社を引受先とする第三者

割当増資の実施により、内部留保以外での資

本の増強が図れました。 

収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』（平成16

年12月21日公表）を遂行中であります。これ

までの２年間は順調に推移しており、引き続

き内部留保の積み増し等による資本の充実を

図ると共に、コーポレートガバナンスの強化

とコンプライアンスの徹底を進めていく方針

であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償 

却累計額 
3,003百万円

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
2,931百万円

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
2,904百万円

※２．担保に供している資産及びその対応債

務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２．担保に供している資産及びその対応債

務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２．担保に供している資産及びその対応債

務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 698百万円 

受取手形及び売掛金 3,851百万円 

たな卸資産 102百万円 

建物及び構築物 1,159百万円 

土地 2,506百万円 

合計 8,318百万円 

現金及び預金 392百万円

受取手形及び売掛金 198百万円

たな卸資産 27百万円

建物及び構築物 983百万円

土地 2,506百万円

建設仮勘定  72百万円

合計 4,180百万円

現金及び預金 392百万円

受取手形及び売掛金 191百万円

たな卸資産 63百万円

建物及び構築物 1,023百万円

土地 2,506百万円

合計 4,176百万円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

支払手形及び買掛金 363百万円 

短期借入金 7,676百万円 

長期借入金 217百万円 

保証債務 181百万円 

合計 8,439百万円 

支払手形及び買掛金 81百万円

短期借入金 4,423百万円

保証債務 183百万円

合計 4,688百万円

支払手形及び買掛金 70百万円

短期借入金 5,471百万円

保証債務 183百万円

合計 5,725百万円

３．保証債務 

連結子会社以外の下記の会社の銀行借

入金等に対して保証を行っておりま

す。 

３．保証債務 

連結子会社以外の下記の会社の銀行借

入金等に対して保証を行っておりま

す。 

３．保証債務 

連結子会社以外の下記の会社の銀行借

入金等に対して保証を行っておりま

す。 

寧波山陽特殊鋼製品

有限公司 
181百万円 

大連愛光浸漬成型有

限公司 
6百万円 

合計 187百万円 

寧波山陽特殊鋼製品

有限公司 
183百万円

大連愛光浸漬成型有

限公司 
1百万円

合計 184百万円

寧波山陽特殊鋼製品

有限公司 
183百万円

大連愛光浸漬成型有

限公司 
3百万円

合計 186百万円

４．輸出受取手形割引高    26百万円 

受取手形裏書譲渡高    192百万円 

 ※５.     ────── 

４．受取手形割引高      359百万円 

輸出受取手形割引高    37百万円 

 ※５. 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中間

連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が、中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形             806百万円 

支払手形               546百万円 

       

４．受取手形割引高      176百万円 

輸出受取手形割引高    28百万円 

 ※５.     ──────  



（中間連結損益計算書関係） 

      （中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１.発行済株式総数の増加13,687,500株は、第三者割当により新株を発行したためであります。 

    ２.自己株式数の増加566株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．固定資産処分損の内訳 ─────  ─────  
建物及び構築物 1百万円

その他 0百万円 

合計 1百万円

  

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注１） 16,050,000 13,687,500 － 29,737,500 

合計 16,050,000 13,687,500 － 29,737,500 

自己株式     

普通株式（注２） 23,155 566 － 23,721 

合計 23,155 566 － 23,721 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

*１.現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

  間連結貸借対照表に記載されている科目 

  の金額との関係 

*１.現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

  間連結貸借対照表に記載されている科目 

  の金額との関係 

*１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,138百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物の中間

期末残高 
2,138百万円

現金及び預金勘定 2,388百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物の中間

期末残高 
2,388百万円

現金及び預金勘定 2,177百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物の期末

残高 
2,177百万円

 



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

   

（借主側） （1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他
の有形
固定資
産 

133 103 30 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他
の有形
固定資
産 

69 37 32

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

その他
の有形
固定資
産 

165 126 38

  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）    同左  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 （2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内 10百万円

１年超 19百万円

合計 30百万円

１年内 9百万円

１年超 23百万円

合計 32百万円

１年内 11百万円

１年超 27百万円

合計 38百万円

  （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 （注）    同左  （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 （3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 10百万円

減価償却費相当

額 
10百万円

支払リース料 6百万円

減価償却費相当

額 
6百万円

支払リース料 22百万円

減価償却費相当

額 
22百万円

 （4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

   

（借主側） 未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

 １年内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）、当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）及び前連結

会計年度末（平成18年３月31日現在） 

 当社連結グループはデリバティブ取引をリスクヘッジの目的で行っており、ヘッジ会計を適用しているもの

については、開示の対象から除いており、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り

当てたものについては、注記の対象から除いております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 0 0 0 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 124 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 109 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 139 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属 非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄鋼   鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物流   倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属 非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄鋼   鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物流   倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

 
非鉄金属 

(百万円) 

鉄鋼 

(百万円) 

物流 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
16,754 28,740 1,736 47,232 － 47,232

(2) セグメント間の内部 

売上高 
8 223 74 306 (306) －

計 16,762 28,963 1,811 47,538 (306) 47,232

営業費用 16,516 28,248 1,648 46,413 (306) 46,107

営業利益 246 715 162 1,124 － 1,124

 
非鉄金属 

(百万円) 

鉄鋼 

(百万円) 

物流 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
23,039 24,848 2,052 49,939 － 49,939

(2) セグメント間の内部 

売上高 
－ 473 42 516 (516) －

計 23,039 25,321 2,094 50,455 (516) 49,939

営業費用 22,810 24,687 1,907 49,405 (516) 48,889

営業利益 228 634 187 1,050 － 1,050



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属 非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄鋼   鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物流   倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

 
非鉄金属 

(百万円) 

鉄鋼 

(百万円) 

物流 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
35,989 53,884 3,772 93,647 － 93,647

(2) セグメント間の内部 

売上高 
8 427 136 573 (573) －

計 35,998 54,312 3,909 94,220 (573) 93,647

営業費用 35,438 52,980 3,587 92,006 (573) 91,433

営業利益 560 1,331 321 2,213 － 2,213



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2) その他の地域……………………………米国・ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2) その他の地域……………………………米国・ドイツ・カナダ・オーストリア・イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2) その他の地域……………………………米国・ドイツ・カナダ・イタリア・フランス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,421 1,649 8,071 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     47,232 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高 

の割合（％） 
13.6 3.5 17.1 

 アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,954 1,226 8,180 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     49,939 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高 

の割合（％） 
13.9 2.5 16.4 

 アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,652 3,178 14,830 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     93,647 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高 

の割合（％） 
12.4 3.4 15.8 



（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 254.81円

１株当たり中間純利益 

金額 
25.61円

１株当たり純資産額 331.38円

１株当たり中間純利益

金額 
29.64円

１株当たり純資産額 289.77円

１株当たり当期純利益 

金額 
67.84円

 算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。 

中間純利益 
（百万円） 

410 

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－ 

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

410 

期中平均株式数 
（千株） 

16,029 

中間純利益 
（百万円） 

541

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

541

期中平均株式数 
（千株） 

18,270

当期純利益 
（百万円） 

1,087

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－

普通株式に係る当期
純利益（百万円） 

1,087

期中平均株式数 
（千株） 

16,028

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金 ※２ 1,942 2,299 2,082   

受取手形 
※２ 
※５ 

3,975 3,957 2,907   

売掛金   16,007 13,545 14,498   

たな卸資産   7,110 7,420 7,941   

その他 ※６ 773 869 782   

貸倒引当金   △405 △225 △256   

流動資産合計     29,402 81.3 27,866 81.0   27,955 80.7

Ⅱ 固定資産         

有形固定資産         

建物 
※１ 
※２ 

1,103 1,015 1,057   

土地 ※２ 2,506 2,506 2,506   

その他 ※１ 53 50 56   

 有形固定資産合計   3,663 3,572 3,620   

無形固定資産   52 116 135   

投資その他の資産         

その他   3,249 3,013 3,101   

貸倒引当金   △188 △168 △191   

     投資その他の資産合計   3,061 2,845 2,909   

固定資産合計     6,777 18.7 6,534 19.0   6,666 19.3

資産合計     36,180 100.0 34,401 100.0   34,621 100.0 

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

支払手形 ※５ 7,351 5,321 7,861   

買掛金 ※２ 5,683 7,725 6,247   

短期借入金 ※２ 18,100 10,728 15,555   

その他   1,866 1,871 1,346   

流動負債合計     33,002 91.2 25,645 74.5   31,010 89.6

Ⅱ 固定負債         

長期借入金 ※２ 217 － －   

退職給付引当金   584 595 575   

その他   23 24 23   

固定負債合計     825 2.3 619 1.8   598 1.7

負債合計     33,828 93.5 26,265 76.3   31,609 91.3

              

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     802 2.2 － －   802 2.3

Ⅱ 利益剰余金         

１ 任意積立金   101 － 101   

２ 中間（当期）未処分利益   1,452 － 2,113   

利益剰余金合計     1,554 4.3 － －   2,215 6.4

Ⅲ その他有価証券評価差額金     △1 △0.0 － －   △0 △0.0

Ⅳ 自己株式     △4 △0.0 － －   △4 △0.0

資本合計     2,351 6.5 － －   3,012 8.7

負債・資本合計     36,180 100.0 － －   34,621 100.0 

                  

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金     － － 3,143 9.2   － －

２ 資本剰余金         

 (1) 資本準備金   － 2,340 －   

  資本剰余金合計     － － 2,340 6.8   － －

 ３ 利益剰余金         

 (1) その他利益剰余金         

  圧縮記帳積立金   －     95 －   

  繰越利益剰余金   －     2,563 －   

  利益剰余金合計     － － 2,658 7.7   － －

４ 自己株式     － － △5 △0.0   － －

  株主資本合計     － － 8,137 23.7   － －

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価差額金     － － 2 △0.0   － －

２ 繰延ヘッジ損益     － － △3 0.0   － －

  評価・換算差額等合計     － － △0 △0.0   － －

純資産合計     － － 8,136 23.7   － － 

負債純資産合計     － － 34,401 100.0   － － 



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     46,094 100.0 48,999 100.0   91,549 100.0 

Ⅱ 売上原価     44,111 95.7 47,093 96.1   87,650 95.7

売上総利益     1,982 4.3 1,905 3.9   3,899 4.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     973 2.1 936 1.9   1,888 2.1

営業利益     1,008 2.2 968 2.0   2,010 2.2

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   65  72 147   

その他   16 82 0.2 12 84 0.1 97 244 0.2

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   347  277 681   

その他 ※１ 89 436 1.0 220 498 1.0 158 839 0.9

経常利益     654 1.4 555 1.1   1,415 1.5

Ⅵ 特別利益 ※２   140 0.3 124 0.3   275 0.3

Ⅶ 特別損失 ※３   68 0.1 29 0.1   46 0.0

税引前中間（当期）
純利益 

    726 1.6 650 1.3   1,644 1.8

法人税、住民税及び
事業税 

  287  182 499   

法人税等調整額   1 289 0.7 24 206 0.4 47 546 0.6

中間（当期）純利益     437 0.9 443 0.9   1,097 1.2

前期繰越利益     1,015 －   1,015 

中間（当期）未処分
利益 

    1,452 －   2,113 



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分によるものであります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 圧縮記帳 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
802 － － 101 2,113 2,215 △4 3,012 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 2,340 2,340 2,340     －   4,681 

圧縮記帳積立金の取崩し（注）     － △6 6 －   － 

中間純利益     －   443 443   443 

自己株式の取得     －     － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
    －     －   － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
2,340 2,340 2,340 △6 450 443 △0 5,124 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,143 2,340 2,340 95 2,563 2,658 △5 8,137 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益  

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
△0 － △0 3,012 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行     － 4,681 

圧縮記帳積立金の取崩し（注）     － － 

中間純利益     － 443 

自己株式の取得     － △0 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
3 △3 △0 △0 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
3 △3 △0 5,123 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2 △3 △0 8,136 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.資産の評価基準及び評価方法 (1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によ

っております。 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっておりま

す。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

事業年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）によっております。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法によ

っております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)デリバティブ 

時価法によっております。 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

 (3)たな卸資産 

先入先出法による原価法によ

っております。 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 

２.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備

を除く）については、定額法

によっております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物  15年～50年 

(1)有形固定資産 

同左 

  

(1)有形固定資産 

同左 

  

 (2)無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

中間会計期間末現在の債権の

貸倒れによる損失に備えて、

以下の基準により計上してお

ります。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

事業年度末現在の債権の貸倒

れによる損失に備えて、以下

の基準により計上しておりま

す。 

 ①一般債権 

貸倒実績率法 

①一般債権 

同左 

①一般債権 

同左 

 ②貸倒懸念債権等 

個別に回収可能性を検討

し、中間会計期間末におけ

る回収不能見込額を計上し

ております。 

②貸倒懸念債権 

同左 

②貸倒懸念債権 

個別に回収可能性を検討

し、事業年度末における回

収不能見込額を計上してお

ります。 

 (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。なお、会計基準変更時

差異については、15年による

按分額を費用処理しておりま

す。 

(2)退職給付引当金 

同左 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異については、15年による按

分額を費用処理しておりま

す。 

４.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５.ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理しておりま

す。 

なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場

合は振当処理しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

①ヘッジ対象 

外貨建営業取引に係る債権債

務の為替変動リスク、商品の

価格変動リスク 

(2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

①ヘッジ対象 

同左 

(2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

①ヘッジ対象 

同左 

 ②ヘッジ手段 

為替予約取引、商品先渡取引 

②ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ手段 

同左 

 (3)ヘッジ方針 

内規に基づき、外貨建営業取

引に係る債権債務の為替変動

リスク及び営業取引に係る商

品価格変動リスクを回避する

目的で行っております。な

お、原則として１年を超える

長期契約を行わず、投機目的

及びレバレッジ効果の高い取

引は行わない方針でありま

す。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  当社が行っているヘッジ取引

は、当社の取引基本規則及び

見越極度取扱規程に従って、

審査部が取引の事前・事後及

び一定期間毎に定量分析等に

より有効性を検証しておりま

す。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６.その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 (2)利益処分による準備金等 

法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当事

業年度において予定している

利益処分による圧縮記帳積立

金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計

算しております。 

(2)利益処分による準備金等 

法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当事

業年度において予定している

圧縮記帳積立金の取崩しを前

提として、当中間会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。 

───── 

 ───── (3)繰延資産の処理方法 

株式交付費は、発生時に費用

処理しております。 

───── 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より固定資産の減損に係る会

計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

─────  
  

(固定資産の減損に係る会計基準)  

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 ─────  
  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

当中間会計期間より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用しております。これによる

損益への影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は、8,139百万円であります。 

また、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 ─────  
  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的と

した『収益基盤強化３ヶ年計画』(平成16年12

月21日公表)を遂行中であります。これまでの

１年半は順調に推移しており、引き続き内部

留保の積み増しによる資本の充実を図ると共

に、コーポレートガバナンスの強化とコンプ

ライアンスの徹底を進めていく方針でありま

す。 

収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的と

した『収益基盤強化３ヶ年計画』(平成16年12

月21日公表)を遂行中であり、これまでの２年

半は順調に推移しております。計画の課題の

一つであった資本の充実につきましては、三

菱商事株式会社を引受先とする第三者割当増

資の実施により、内部留保以外での資本の増

強が図れました。 

収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的と

した『収益基盤強化３ヶ年計画』(平成16年

12月21日公表)を遂行中であります。これま

での２年間は順調に推移しており、引き続き

内部留保の積み増し等による資本の充実を図

ると共に、コーポレートガバナンスの強化と

コンプライアンスの徹底を進めていく方針で

あります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

2,737百万円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

2,834百万円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

2,789百万円 

※２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産並びに担保付債務

は次のとおりであります。 

※２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産並びに担保付債務

は次のとおりであります。 

※２.担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

(1)担保資産 (1)担保資産 (1)担保資産 

預金 698百万円

受取手形 3,650百万円

建物 1,067百万円

土地 2,506百万円

合計 7,922百万円

預金 392百万円

建物 983百万円

土地 2,506百万円

合計 3,882百万円

預金 392百万円

建物 1,023百万円

土地 2,506百万円

合計 3,922百万円

(2)担保付債務 (2)担保付債務 (2)担保付債務 

短期借入金 7,643百万円

長期借入金 217百万円

仕入債務 58百万円

保証債務 181百万円

合計 8,101百万円

短期借入金 4,126百万円

買掛金 81百万円

保証債務 183百万円

合計 4,391百万円

短期借入金 5,217百万円

買掛金 70百万円

保証債務 183百万円

合計 5,471百万円

３.偶発債務 

次の会社について金融機関等からの借

入等に対し保証を行っております。 

３.偶発債務 

次の会社について金融機関等からの借

入等に対し保証を行っております。 

３.偶発債務 

次の会社について金融機関等からの借

入等に対し保証を行っております。 

(1) 寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

181百万円 借入債務 

(2) Kinsho International Corporation 

54百万円 借入債務 

(3) 大連愛光浸漬成型有限公司 

6百万円 借入債務 

(4) その他１社   0百万円 

合計     243百万円 

(1) Kinsho International Corporation

284百万円 借入債務 

(2) 寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

183百万円 借入債務 

(3) 大連愛光浸漬成型有限公司 

1百万円 借入債務 

合計     468百万円 

(1) Kinsho International Corporation

364百万円 借入債務 

(2) 寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

183百万円 借入債務 

(3) 大連愛光浸漬成型有限公司 

3百万円 借入債務 

合計     551百万円 

４.輸出受取手形割引高    26百万円 

受取手形裏書譲渡高   192百万円 

４.輸出受取手形割引高    37百万円 

  

４.輸出受取手形割引高    28百万円 

  

※５．    ──── ※５.中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中間会計

期間末日が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含まれてお

ります。 

受取手形             806百万円 

支払手形               546百万円 

※５．    ──── 

※６.消費税等に係る表示 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ金額的重要性が乏しいため流

動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※６.消費税等に係る表示 

同左 

※６．    ──── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．    ──── ※１.営業外費用の「その他」のうち主要な  

もの 

※１．    ──── 

 株式交付費 93百万円

売掛債権売却損 54百万円

 

※２.特別利益のうち主要なもの ※２.特別利益のうち主要なもの ※２.特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 104百万円 投資有価証券処分益 70百万円

貸倒引当金戻入益 54百万円

貸倒引当金戻入益 167百万円

※３.特別損失のうち主要なもの ※３.特別損失のうち主要なもの ※３.特別損失のうち主要なもの 

役員退職慰労金 38百万円

関係会社貸倒引当金繰入損 24百万円

役員退職慰労金 29百万円 役員退職慰労金 38百万円

４.減価償却実施額 ４.減価償却実施額 ４.減価償却実施額 

有形固定資産 51百万円

無形固定資産 12百万円

有形固定資産 47百万円

無形固定資産 19百万円

有形固定資産 104百万円

無形固定資産 28百万円

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 普通株式（注） 17,650 566 － 18,216 

     合計 17,650 566 － 18,216 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

   

（借主側） (1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

(有形
固定資
産） 
その他 

133 103 30 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

(有形
固定資
産） 
その他

69 37 32

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

(有形
固定資
産） 
その他

165 126 38

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注）    同左 (注)取得価額相当額は、未経過リ 

ース料期末残高が有形固定資 

産の期末残高等に占める割合 

が低いため、支払利子込み法 

により算定しております。 

 (2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 10百万円

１年超 19百万円

合計 30百万円

１年内 9百万円

１年超 23百万円

合計 32百万円

１年内 11百万円

１年超 27百万円

合計 38百万円

 (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注)    同左 (注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

 (3)支払リース料及び減価償却費相当

額 

(3)支払リース料及び減価償却費相当

額 

(3)支払リース料及び減価償却費相当

額 

 支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22百万円

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

   

（借主側） 未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

 １年内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 75 658 583 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 75 690 615 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 75 800 725 



（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 146.66円 

１株当たり中間純利益

金額 
27.29円 

１株当たり純資産額 273.77円 

１株当たり中間純利益

金額 
24.27円 

１株当たり純資産額 187.89円 

１株当たり当期純利益

金額 
68.48円 

算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

中間純利益 
（百万円） 

437 

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－ 

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

437 

期中平均株式数 
（千株） 

16,034 

中間純利益 
（百万円） 

443

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

443

期中平均株式数 
（千株） 

18,275

当期純利益 
（百万円） 

1,097

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－

普通株式に係る当期
純利益（百万円） 

1,097

期中平均株式数 
（千株） 

16,034

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第87期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

    (2)有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

    平成18年７月21日関東財務局長に提出。  

   (3)臨時報告書 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書 

    を平成18年８月11日関東財務局長に提出。  

(4)臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（提出会社の代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報

告書を平成18年９月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社  

 取締役会 御中  

  平成１７年１２月９日

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 飯塚  昇  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、金商株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社  

 取締役会 御中  

  平成１８年１１月２２日

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 豊島 忠夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 飯塚  昇  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、金商株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社  

 取締役会 御中  

  平成１７年１２月９日

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 飯塚  昇  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第87期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、金商株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社  

 取締役会 御中  

  平成１８年１１月２２日

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 豊島 忠夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 飯塚  昇  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第88期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、金商株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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